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第１章 調査研究の目的と構成 

１．調査研究の背景と目的 

（１年目報告書より） 

近年、大型台風や局地的集中豪雨、首都直下型地震など、自然災害が多発する中、災害時

に重要な役割を担う災害情報の発信が多様化している。従来から活用されているテレビやラ

ジオ、防災行政無線に加え、デジタル放送、Lアラート、ホームページ、緊急速報メール、SNS、

スマートフォンの防災アプリ、コミュニティ FMなど、多種多様な媒体が活用されている。 

自治体による災害情報の発信は、被害を免れたり、二次災害を回避したりするための情報

であり、住民の生命や財産を守るために重要な役割を担う。そのため、迅速性、正確性、確

実性が求められる。しかし、災害情報の発信を担う自治体職員においては、災害時には正確

な情報の収集・把握に加え、報道対応や問合せ対応など、平常時とは異なる業務内容や人員

配置、行政職員の被災や行政施設自体の被災などの理由により、十分な対応ができない場合

も想定される。業務継続計画を策定するなど、あらゆる場合を想定した上で、災害情報の収

集・発信についてもシミュレーションしておくことが重要である。 

これらの状況を踏まえると、災害情報を迅速・正確・確実に住民に届けるためには、行政

職員が抱える課題を抽出した上で、より効果的・効率的な情報発信の手法を整理するととも

に、実践できるような体制・仕組みの構築が必要である。インターネット環境の充実やスマ

ートフォンの普及などにより、 ホームページや SNS、コミュニティ FM 等を活用した情報発

信が有効的であると考えられることから、本業務では、調布市・府中市・狛江市（以下「３

市」という。）協働で、災害時におけるホームページ・SNS 等を活用した情報発信をテーマと

した調査研究を行い、より効果的・効率的な情報発信を行うための取組方針の策定や実践マ

ニュアルの作成を行うことで、市民生活の向上につなげるものである。 
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２．調査研究のフロー 

本調査研究のフローは以下のとおりである。なお、本事業は 2 か年事業として実施してお

り、本報告書は 2年目に実施したものを取りまとめている。 
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第２章 実施概要 

調布市行政経営部広報課を事務局とし、各市の広報・防災担当が共同で、以下の事業を実

施した。 

１．文献調査及び先進事例調査の実施 

ホームページやSNS、コミュニティ FM等を活用した自治体による災害情報の発信について、

各種調査報告や既往研究、先進自治体等の事例調査を行った。事例調査結果は３市勉強会で

共有した。 

 

２．取組方針の作成 

1 年目の調査結果をもとに、災害時におけるホームページ・SNS、コミュニティ FM 等を活用

した情報発信に関する方向性を示した「取組方針」を策定した。 

 

３．３市勉強会の実施 

３市の広報・防災担当者を対象に３回開催した勉強会では、本調査研究で実施した各種調

査の結果を共有するとともに、調査結果や実践マニュアルに対する意見交換を行った。 

＜第三回勉強会＞  ※第一・二回目は１年目に実施 

○実施日時 2021 年 10 月 14 日 10：00～12：00 

○参加者数 8 名 

○実施内容 講師による講演、令和 3年 8 月の台風時の各市の対応に関する意見交換 

＜第四回勉強会＞ 

○実施日時 2022 年 1 月 26 日 15：00～17：00 

○参加者数 8 名 

○実施内容 活用訓練の結果報告、実践マニュアル案に関する意見交換 

＜第五回勉強会＞ 

○実施日時 2022 年 3 月 25 日 14：00～15：30 

○参加者数 8 名 

○実施内容 実践マニュアルについての意見交換 
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４．有識者インタビュー 

外国人に向けた情報発信や防災等の専門的知見を有する有識者から、調査内容や取組方針

等に関するアドバイス等を受けるためのヒアリングを行った。ヒアリングは２名の有識者を

対象に実施した。 

また、1年目事業において、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により書面インタビュー

のみの実施となった３市関連団体に対し、Zoom によるオンラインインタビューを行った。 

＜有識者インタビュー＞ 

○対象者 

田村太郎氏 

（（一財）ダイバーシティ研究所 

代表理事） 

田中淳氏 

（東京大学大学院情報学環 

総合防災情報研究センター） 

○実施方法 
Zoom によるオンラインインタビュー 

※第三回勉強会と併せて実施 

リアル開催 

（会場：調布市文化会館たづくり 

601 会議室） 

※ワークショップと併せて実施 

○実施時期 2021 年 10 月 14 日 10：00～12：00 2021 年 12 月 1 日 10：00～12：00 

＜関係団体インタビュー＞ 

○対象者 

NPO 法人 こどもの遊びと育ちをさ

さえる会・狛江 

岡本氏  

調布市国際交流協会 

島田氏 

○実施方法 Zoom によるオンラインインタビュー 

○実施時期 
2022 年 2 月 14 日 

13：00～14：00 

2022 年 2 月 17 日 

15：00～16：00 

 

５．実践マニュアルの策定 

調査結果や有識者インタビューでのアドバイス等を踏まえ、今後取り組むべき方向性や実

施すべき具体策等についての案を「実践マニュアル案」として取りまとめた。検討を踏まえ、

実践マニュアル案は、災害種別ごとに取りまとめて作成した。 
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６．ワークショップによる実践マニュアル案の検証 

策定した実践マニュアル案について、3市の広報・防災担当者と共有するとともに、不足点

や修正点等を把握するためのワークショップを実施した。 

ワークショップでは、災害時の情報発信に関する専門家から、実践マニュアル案の不足す

る項目や視点などについての意見、アドバイス等をもらい、実践マニュアル案の検証・修正

を行った。 

＜ワークショップ＞ 

○講師 田中淳氏（東京大学大学院情報学環 総合防災情報研究センター） 

○実施日時 2021 年 12 月 1 日 10：00～12：00 

○参加者数 9 名 

○実施内容 実践マニュアルに関する意見交換 

 

 

７．実践マニュアル活用訓練 

３市において、実践マニュアル案をもとに、災害時のホームページや SNS 等を活用した情

報発信に関する活用訓練を実施した。訓練後、実践マニュアルのわかりやすさや過不足の有

無等についてアンケートを回答し、実践マニュアルの検証・修正に活用した。 

 調布市 府中市 狛江市 

○実施日時 
2022 年 1 月 18 日 

9：00～11：00 

2022 年 1 月 12 日 

13：30～16：00 

2022 年 1 月 18 日 

14：00～17：00 

○参加者数 

防災担当係長・担当、 

広報担当係長・担当2名 

合計 5名 

広報担当 1名、 

防災担当 1名 

合計 2名 

広報担当 1名 

防災担当 1名 

合計 2名 
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第１章 文献調査及び先進事例調査の実施 

ホームページやSNS、コミュニティ FM等を活用した自治体による災害情報の発信について、

各種調査報告や既往研究、先進自治体等の事例調査を行った。事例調査結果は３市勉強会で

共有した。 

１．調査の対象 

３市の現状や課題を踏まえ、取組方針の参考となるような事例を調査対象とした。事例調

査の対象は次のとおり。 

NO 対象文献・事例地域名 主な内容 

1 Twitter、facebook トンガ海底火山噴火による津波情報の発信例 

 

２．事例紹介 

（１）トンガ海底火山噴火による津波情報の発信例 

南太平洋・トンガ沖の海底火山が日本時間の令和 4年 1月 15 日に噴火した影響で、日本の

太平洋岸の潮位が最大 1メートル以上も上昇し、全国 8県で 23万人近くが避難指示対象にな

った。行政や民間団体が Twitter、facebook などでどのような情報発信を行ったのかを調査

した。 

具体的には、津波注意報の情報と併せて津波警報・注意報の種類一覧を画像で添付する、

既存の避難時の行動に関する情報を掲載する、注意報が発表されている地域を図で示し、解

除されている場合も図で示す等の情報発信事例があった。 
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引用：Twitter ウェザーニュース（https://mobile.twitter.com/wni_jp） 

NHK 生活・防災（https://mobile.twitter.com/nhk_seikatsu） 

首相官邸（災害・危機管理情報）（https://mobile.twitter.com/Kantei_Saigai） 

ライブドアニュース（https://mobile.twitter.com/livedoornews） 

東京都防災（https://mobile.twitter.com/tokyo_bousai） 

特務機関 NERV（https://mobile.twitter.com/UN_NERV） 

Yahoo!天気・災害（ヤフー天気）（https://mobile.twitter.com/Yahoo_weather） 

facebook 北海道釧路町（https://www.facebook.com/town.kushiro/） 

アプリ Yahoo！防災速報（https://emg.yahoo.co.jp/） 
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第２章 取組方針の作成 

１．実施概要 

この取組方針は、市町村から住民への災害情報を迅速・正確・確実に届けることを目的に、

より効果的・効率的な情報発信を行うために策定するものである。この取組方針に従い、実践

マニュアルを作成する。 

 

２．取組方針の内容 

（１）オンラインでの活用媒体 

①多様なメディアを活用する 

災害情報の発信においては、受け手の居住環境や健康状態、通信環境等の多様性に対する

配慮が必要であり、多様な媒体を活用することが望ましい。ベースとなる情報発信媒体を持

ち、多様なメディアに展開していく。 

②媒体の特性と情報の性質により使い分ける 

活用する媒体は、媒体の特性や発信する情報の性質によって選別した上で使い分ける。媒

体の特性としては、受け手に自動的に情報が届く「プッシュ型」と、自ら必要な情報にアク

セスする「プル型」に分けられる。また、情報の性質としては、最新情報をリアルタイムで

発信する「フロー情報」と、記録を集約し、蓄積する「ストック情報」に分けられる。これ

らのことを踏まえ、活用する媒体を使い分ける。 

 プッシュ型 プル型 

フロー情報 
LINE、コミュニティ FM  

（Twitter、facebook） 

Twitter、facebook、YouTube、

Instagram 

ストック情報  ホームページ、YouTube 

 

（２）情報発信の内容 

①市町村が発信すべき情報を整理する 

国や東京都等が発信する情報を活用しつつ、市町村が収集すべき情報を整理し、発信する

ことが大事である。そのため、国や東京都の情報を活用するものと、市町村が主となり情報

収集・発信するものを事前に整理しておき、効果的・効率的な情報発信に努める。 

分類 発信する情報の例 

市町村が主となり情報を 

収集し、発信する 

○避難情報（避難指示など） 

○避難所に関する情報（開設情報、混雑状況など） 

○より狭域な災害情報（道路の冠水など） 

○住民が必要とする身近な情報  など 
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分類 発信する情報の例 

国や東京都の情報を 

活用して発信する情報 

○気象情報（気象庁等） 

○河川情報（河川管理者） 

○被災情報 

○救援物資等の情報  など 

 

②わかりやすい表現を心がける 

自治体による災害情報の発信は、被害を免れたり、二次災害を回避したりするための情報

であり、住民の生命や財産を守るために重要な役割を担う。そのため、受け手に正確に伝わ

る表現で情報を発信することが大事である。そこで、「わかりやすい表現」＝「情報の受け手

が何をすればよいかが伝わる表現」を心がけた情報発信を行う。 

③アクセシブルな情報発信を心がける 

受け手の居住環境や健康状態、通信環境等の多様性を配慮すると、アクセスのしやすさも

重要である。そのため、情報のデジタル化、動画の字幕付加、カラーバリアフリーへの配

慮、ユニバーサルデザインフォントの使用など、アクセシブルな情報発信を心がける。 

④定型文等を準備する 

ある程度想定される情報については、定型文を準備し、迅速に発信できる体制を整える。

定型文は、災害の種別（地震、風水害など）と、場面（発災直後、避難所開設中など）に応

じて準備する。 

 

（３）情報発信のための体制 

①情報発信の役割分担を明確にする 

災害情報の発信をスムーズに行うためには、「誰が」「どの媒体で」「どのような情報を」

「どうやって」発信するのかを、あらかじめ明確にしておく必要がある。特に多様なメディ

アを活用する場合は、一部署や一担当者に負担が偏らないよう、役割分担を明確にしておく

必要がある。災害情報の発信における役割分担を明確にする。 

②情報収集の体制を構築する 

災害情報の発信にあたっては、発信する情報を「どのタイミングで」「誰が」「どこから」

「どのように」集めるのかが重要である。一方で、自治体職員がすべての情報を収集するこ

とには限界がある。住民からの情報提供や情報発信などが行える仕組みを構築しておくこと

も大事である。これらの点を踏まえ、市町村が発信すべき情報について、より早く、より正

確に収集する体制を構築する。 
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第３章 ３市勉強会の実施 

３市の広報・防災担当者を対象に３回開催した勉強会では、本調査研究で実施した各種調

査の結果を共有するとともに、調査結果や実践マニュアルに対する意見交換を行った。 

 

１．実施概要 

＜第三回勉強会＞ 

○実施日時： 2021 年 10 月 14 日 10：00～12：00 

○開催方法：Zoom を使用したオンライン開催 

○参加者数：8名 

○実施内容：田村氏による講演、ディスカッション 

 

＜第四回勉強会＞ 

○実施日時： 2022 年 1月 26 日 15：00～17：00 

○開催方法：Zoom を使用したオンライン開催 

○参加者数：8名 

○実施内容：活用訓練の結果報告、実践マニュアル案に関する意見交換 

 

＜第五回勉強会＞ 

○実施日： 2022 年 3 月 25 日 14：00～15：30 

○場所： 調布市文化会館たづくり 10 階 和室（百日紅） 

○参加者数：8名 

○実施内容：実践マニュアルについての意見交換  
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２．第三回勉強会実施結果 

（１）プログラム 

時間 プログラム 講師・進行 

10：00 

（90 分） 

開会 

＜第一部＞勉強会 

講師による講演 

質疑応答 

事務局 

11：30 

（30 分） 

＜第二部＞ディスカッション 

意見交換 
事務局 

12：00 閉会  

 

（２）勉強会のまとめ 

①田村氏による講演 

「外国人に向けた災害時の情報発信の留意点」をテーマに講演をいただいた。（詳細は p.34 を

参照）その後、質疑応答を行った。 

 

②質疑応答 

質問 田村氏の回答 

災害発生時に外国人は自治体の

ホームページを見るか。どこで情

報発信をすると効果的か。 

外国人はあまり自治体ホームページを確認しないか

もしれない。日頃から、災害情報はここから発信され

るというＰＲをしていく必要がある。 

多言語化発信はどの程度対応す

れば良いか。 

自治体ごとに、割合の多い在留外国人の国籍によって

対応範囲を検討すれば良い。 

熊本市では、半年ごとに小学校区ごとの在留外国人の

国籍と割合を確認しており、発災時はどの言語の通訳

が必要かすぐに把握できる仕組みができている。 

札幌市では、在留外国人の国籍別の分布メッシュを作

成しており、視覚的にその地域にどの国籍の外国人が

住んでいるのかを把握できる。 

「やさしい日本語」で表現すれば多言語化は不要とい

う意見もあるが、承認効果とアナウンス効果のことを

考慮すると多言語化で発信すべきである。 

多言語化発信の際に有効なＳＮ

Ｓやツールはあるか。 

川口市は、中国国籍の在留外国人が多いため weibo を

使用している。韓国人向けにはカカオトークなど、在

留外国人の国籍によって適した媒体を検討すれば良

い。 

佐賀県国際交流協会では、様々な情報（コロナ給付金

の申請方法等々）について外国人スタッフがシナリオ

を作成、動画にし、YouTube で発信している例もある。 

また、札幌市では、日本語以外の言語で情報発信をし

てもらうよう、在留外国人に防災リーダーを依頼し、

発災時に情報を提供する仕組みがある。 
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（３）意見交換結果のまとめ 

●各市で土砂災害警戒情報[警戒レベル４]が発表された令和 3 年 8月 13 日～15 日の台風時の

対応について、３市の意見交換を行った。 

 令和 3年 8月 13 日～15日の台風時の対応 

調布市 ・土砂災害用のハザードマップをホームページの目立つ場所に設置した。 

・避難所開設時のページの準備をしていたが、その間に警戒レベル４からレ

ベル３になったため、実際にはページを使用しなかった。 

・災害本部との連絡調整に時間がかかった。 

・警戒レベル４からレベル３に下がったことで、積極的に避難所へ誘導する

かどうか判断に時間がかかり、HP の更新が長時間されない時間ができてし

まった。 

・警戒レベルによる文言の調整等が発生した 

府中市 ・府中市消防団でポンプ車による巡回広報を実施した。警戒区域の対象とな

る世帯は 400 世帯であったため、ピンポイントに周知を行った。 

・防災行政無線は聞き取りづらいのと、対象外の地域の人が避難してしまう

混乱を避けるため今回使用しなかった。 

・市民からは、情報発信が遅い、消防団の呼びかけも聞きづらかったという

意見があった。 

・メールは今回使用しなかった。メールを対象地域の人のみに発信できない

か検討したい。 

狛江市 ・8/14 に広報課と防災課で連携し、SNS と登録制メールにて台風への注意喚

起を行った。 

・土砂災害警戒区域の対象となるのが４世帯のみであったため個別に連絡

し、必要であれば避難できるよう会議室を避難所として準備した。 

 

●田村氏の講演に対する感想 

 内容 

調布市 ・発災時、情報発信の対象となる外国人は、何年も日本に住んでいる人、技

能実習生、観光客とレベル感が様々で、対応の具体化は大変難しい課題と

感じた。 

府中市 ・多文化共生の部署と防災課が連携し、年２回ほど外国人向け防災訓練を

実施しているが、例年定員には達していない。普段から広報誌を見ている

人にしか周知できていない。 

・日本語で発信している情報全てを多言語化する必要があるのか、線引き

を検討しなければと思う。 

狛江市 ・全市民に配布している防災マニュアルの英語、中国語、韓国語の 3 か国

語版を作成しており、住民登録の際に配布している。 

・実際にどの国籍の人が多く住んでいるのかを把握し、対応を考えていか

なければいけないと感じた。 
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（４）当日の検討資料 
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３．第四回勉強会実施結果 

（１）プログラム    

時間 プログラム 講師・進行 

15：00 

（30 分） 

開会 

＜第一部＞ 

活用訓練について各市から報告 

アンケート結果の共有 

事務局 

15：30 

（90 分） 

＜第二部＞ 

事例紹介 

マニュアルのブラッシュアップ 

事務局 

17：00 閉会  

 

（２）意見交換の結果のまとめ 

・各市それぞれで、災害情報発信実践マニュアル（案）をもとに活用訓練を実施した。実践

マニュアルのわかりやすさや過不足の有無等について、訓練後に各市で回答したアンケー

トの結果を共有しながら、実践マニュアルの改善点について意見交換を行った。 

 

①活用訓練について各市から報告 

 内容 

調布市 ・地震・風水害合わせて約 2時間半訓練を実施 

・PC 画面を大きいモニターに表示し、緊急時サイトへの切

り替え等の操作方法を参加者全員で確認しながらシミュレ

ーションを行った 

・操作方法等のやり方を共有できて良かった。今後も定期的

に実施していきたい 

府中市 ・地震・風水害合わせて約 2時間半訓練を実施 

・SNS に投稿する文章を入力し、サイトを更新する手前まで

の流れを訓練として行った 

・緊急用ページの作り方について、防災担当と広報担当の認

識を統一することができた 

狛江市 ・地震・風水害合わせて約 3時間訓練を実施 

・狛江市の既存の防災マニュアルも併用し、訓練を行った 

・SNS に投稿する文章を入力し、一次保存するまでの流れを

訓練として行った 

・防災担当と広報担当が共に訓練をすることはこれまでな

かったので、良い経験になった 
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②マニュアルに関する意見交換 

項目 内容 

記載内容につい

て 

・冒頭で、本マニュアルは災害情報発信の基本的な事項につ

いて記載している旨を提示する 

・本マニュアルは各市で定型文をカスタマイズすることで

有用になる旨を明確に記載した方が良い 

・ホームページとSNSそれぞれの配信決定権者の欄は現状の

まま残し、配信決定権者に違いがないので欄が不要という

場合は削除すれば良い 

情報発信の内容

とタイミングに

ついて 

・SNS で発信するフロー情報と、ホームページ等に蓄積する

ストック情報の区別を整理するべき 

・避難所の開設情報は新規の避難所情報のみ SNS で発信し、

既存避難所はホームページにストックしていくのが良いの

ではないか 

・土嚢の作り方等は警戒レベル1の段階で一度アナウンスす

る程度にし、警戒レベル 2 の段階では水嚢の作り方を発信

する等整理する 

定型文について ・3市とも緊急用ページに掲載する定型文を既に用意してい

るが、マニュアルに記載すると量が膨大になってしまう。

マニュアルに記載する定型文は、SNS の定型文のみとする 

・「緊急用ページに掲載する内容は事前に準備しておくこと

が望ましい」等の注意文を記載する 

・定型文は Twitter で発信することを前提に作成する（リン

クの文字数を考え、文字数は 120 字程度） 

・発信する内容ひとつひとつに定型文例を作成する 

・文字数制限のあるTwitterでは文字数を削ることに苦慮す

るため、マニュアルに記載する定型文は最低限のシンプル

なもので良い 

・この状況でどの情報を公開していくのか、というのをマニ

ュアルに記載していく 

その他 ・見開きで左側ぺージが実践マニュアル、右側ページが定型

文となるように配置し、一覧できると良い 

・実践マニュアルの資料編として、災害情報発信の好事例が

あると良い 
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（３）当日の検討資料 
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※P12～Ｐ17 に掲載 
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４．第五回勉強会実施結果 

（１）プログラム  

時間 プログラム 進行 

14：00 

（15 分） 

開会 

＜事務局説明＞ 

報告書案の構成やポイント 

実践マニュアルの修正点 等 

事務局 

14：15 

（60 分） 

＜意見交換＞ 

３月 16 日に発生した地震への対応の共有 

報告書案・実践マニュアルについて         

２年間の感想と各課での活用予定の共有 

事務局 

15：15 

（15 分） 
事務連絡 調布市 

15：30 閉会  

 

（２）意見交換の結果のまとめ 

・３月 16 日深夜の地震対応について、各市の取組状況等を共有し、課題や今後必要なことな

どについて意見交換を行った。また、報告書や実践マニュアルについて最終の確認を行い、

修正点などを出し合った。 

①３月 16日に発生した地震への対応 

 内容 

調布市 ・防災担当から電話があり、広報課は 1名が夜 1時から 3 時まで対応を行っ

た。自宅から更新作業等の対応を行った。自宅も停電していたが、貸与さ

れたポケット Wi-Fi を使用し、ノートパソコンのバッテリーで更新作業が

行えた。 

・停電状況等をホームページに掲載しようとしたが、防災課の職員も 1 人で

対応しており、スムーズな情報収集が困難だった。 

・東京電力の情報更新の頻度に、ホームページのコンテンツ更新が追いつか

ないので、市のコンテンツページから東京電力のホームページにリンクさ

せた方が良いと感じた。 

・ツイッターだけで情報発信をすると、ツイッターのアカウントを持ってい

ない市民が閲覧しにくい。 

・調布市のコミュニティ FM には、担当者が携帯電話から割り込んで音声情報

を発信することができる仕組みになっているが、その方法は複雑で、実際

に災害時に使うのは難しい。阪神大震災を契機に立ち上げたもので、災害

時の活用が目的のひとつであるが、災害時に担当者の負担が少ない方法で

情報発信できる仕組みにする必要がある。 

・スマートフォン等を持たない高齢者の災害情報入手手段は防災無線かFMラ

ジオになるので、調布市としてはコミュニティ FM の活用を重要視してい

る。 

府中市 ・広報課は 3 名が対応した。広報課長が防災課へ行き、他の 2 名が手分けを

してテレワークでホームページの更新等を行った。 

・防災課から広報課に依頼し、ホームページに東京電力のリンクを掲載した。 

・防災課は 12 人全員で連絡を取り合い最初から 5名が庁舎に集合した。府中

市内に住んでいる職員が多いため速やかに対応することができた。 
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 内容 

・広報課長がメール配信とツイッターを使い情報発信を担当した。 

・防災課は事故発生現場の確認や問い合わせの対応等で忙しく、広報課が情

報発信を請け負ってくれて助かった。 

・東京電力と電話でやり取りしたがなかなか繋がらず、停電に関してはツイ

ッターで市民の投稿を参考に情報を収集した。内容にもよるが、災害時の

SNS を活用した情報収集は有効になるのではと感じた。 

・府中市は令和 3 年度下半期からテレワークが可能な体制になったが、今回

の災害対応を通じ、テレワークだからこそ迅速に対応できたと感じた。職

員が庁舎から離れた場所に住んでいる場合、移動だけで時間がかかってし

まう。 

・防災課は庁舎の近隣に住んでいる職員で対応し、広報課はテレワークで対

応していく方法が良い。 

・府中市はテレワークの際に自分の PC を使うため、デスクトップ PC だと停

電時に対応ができなくなってしまう。今回は自宅が停電にならなかったの

で対応できた。 

・情報発信は広報課長が責任を持ち、防災課に相談せずに広報課の判断で進

めた。 

・府中市はコミュニティ FM のラジオ局が離れた場所にあるので、大きな地震

が起こった場合でも使わないと思う。情報発信のツールがたくさんあり、

取捨選択が必要になる。 

・職員の連絡体制として、府中市はグループラインで連絡している。誰が対

応できるかを確認するために、まずは連絡を取り合うことにしている。 

狛江市 ・深夜だったこともあり職員同士の連絡がとりづらく、その間に停電も改善

されてしまった。対応は庁舎の近隣に住んでいる職員が参集して行った。 

・防災課が管理している安心安全メールで情報を発信した。また、地震発生

から 1時間ほど経過した段階で停電の情報を発信した。 

・市内の被害は停電だけだった。 

・深夜に災害が発生した場合、職員同士の連絡のやり取りが難しいことを実

感した。情報発信の対応は安心安全メールを送信したのみとなった。 

・職員の連絡体制として、狛江市はグループラインを持っているものの頻繁

に活用はしていない。今回は深夜だったため、グループラインは使用しな

かった。 

 

②報告書・実践マニュアルについて 

内容 

・停電情報は、東電のホームページを参照してもらったほうがよい。定型文は、「東京電

力によると、市内で停電している箇所があります。詳しくは東京電力のホームページを

ご確認ください。」くらいでよい。 

・断水情報は、地域ごとではなく、個々の家ごとに断水状況が異なる（特に停電に伴う断

水だと、ポンプの有無によって異なる）ので、地域を指定しての発信はできない。断水

している地域情報よりも、給水情報のほうが必要になると思う。 

・１回の情報ではなく、追加情報や注意喚起情報（信号が止まっているなど）など、いろ

いろな情報を発信し、市も対応していることを伝えていく必要がある。 

・河川情報は、市のホームページよりも、国交省や河川事務所などのホームページを参照

したほうがよい 
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③２年間の感想と各課での活用予定の共有 

項目 内容 

調布市 【広報担当】 

・この２年の間にも地震など災害関係で対応が必要なことが起きて、どう対

応したかなどを共有することができてよかった。 

・このマニュアル等をどう活用するかは、防災課も含めて市内部で相談する。 

・活用訓練で気が付いたことが多く、年に 1～2回は実践マニュアルを基に訓

練をやっていきたいと考えている。 

・顔の見える関係ができてよかった。何かあったときはお互い相談しあって

いきたい。 

府中市 【防災担当】 

・情報交換できる機会があったことが非常に良かった。市内部でも広報部門

と防災部門が一緒に何かを考えるということがほとんどなかった。今後も

広報部門と防災部門が一緒に考えていきたい。このマニュアルもこれで終

わりではなく今後もブラッシュアップしていきたい。 

【広報担当】 

・情報発信は広報担当がやらなければという意識づけをすることができた。 

・府中市は来年課長が変わる（外部投与）が、このマニュアルに具体的な手

順等が記載されていて、共有することができる。今後も引き継ぎ等にも役

立つものだと思う。 

・他市と情報共有や勉強会をすることが初めてでよかった。 

狛江市 【防災担当】 

・通常業務では広報担当と話をすることはほぼなかったので、いい機会にな

った。他市との話し合いではあるが、内部での話し合いもできたので、市

の課題も見えてきた。今後も続けていきたい。 

【広報担当】 

・他の自治体とのコミュニケーションをとることなどあまりない。振り返り

もできて、勉強会ごとにいい刺激をうけた。引き続き、情報共有等をしな

がら、お互い頑張っていけたらよいと考えている。 
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第４章 有識者インタビュー 

外国人に向けた情報発信や防災等の専門的知見を有する有識者から、調査内容や取組方針

等に関するアドバイス等を受けるためのヒアリングを行った。ヒアリングは２名の有識者を

対象に実施した。 

また、1年目事業において、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により書面インタビュー

のみの実施となった３市関連団体に対し、Zoom によるオンラインインタビューを行った。 

１．実施概要 

（１）有識者インタビュー 

○実施時期：2021 年 10 月 14 日 10：00～12：00（田村氏） ※第 3回勉強会と併せて実施 

2021 年 12 月 1 日 10：00～12：00（田中氏） ※ワークショップと併せて実施 

○インタビュー対象者：田村太郎氏（（一財）ダイバーシティ研究所代表理事） 

田中淳氏（東京大学大学院情報学環 総合防災情報研究センター） 

氏名・所属 テーマ・内容 備考 

田村太郎氏 

（一財）ダイバーシティ研究所代

表理事 

外国人に向けた災害時の情

報発信の留意点 

第 3 回勉強会と併せて

実施 

田中淳氏 

東京大学 大学院情報学環附属総

合防災情報研究センター特任教授 

実践マニュアルの見直しにつ

いて専門家の立場からのアド

バイス 

ワークショップと併せ

て実施 

 

（２）関係団体インタビュー 

○実施時期：2022年 2月14日13：00～14：00（NPO 法人こどもの遊びと育ちをささえる会・狛江）  

2022 年 2月 17 日 15：00～16：00（調布市国際交流協会） 

○インタビュー対象者：NPO 法人 こどもの遊びと育ちをささえる会・狛江 岡本氏  

調布市国際交流協会 島田氏 

府中市地域包括支援センターよつや苑 ※中止 

団体名・担当者 インタビューの趣旨 インタビューの項目 

NPO 法人 こどもの遊

びと育ちをささえる

会・狛江 

岡本氏 

・子どもに関わる団

体の立場から意見を

もらう 

①災害時の情報入手について 

・活用している媒体 

・利用者等への災害情報の共有 

②災害情報の内容について 

・施設や利用者として必要な情報 

③市が発信する災害情報について 

・災害情報の発信において必要な取組 

調布市国際交流協会   

島田氏 

 

・外国人に関わる団

体の立場から意見を

もらう 

①災害時の情報入手について 

・活用している媒体 

・利用者等への災害情報の共有 

②災害情報の内容について 

・施設や利用者として必要な情報 

③市が発信する災害情報について 

・災害情報の発信において必要な取組 
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団体名・担当者 インタビューの趣旨 インタビューの項目 

府中市地域包括支援

センターよつや苑 

・高齢者、障がい者に

関わる団体の立場か

ら意見をもらう 

※新型コロナウイルス感染症に関連する事

情により中止 

 

２．有識者インタビュー結果のまとめ 

（１）田村 太郎 氏（（一財）ダイバーシティ研究所代表理事） 

＜テーマ＞ 

「外国人に向けた災害時の情報発信の留意点」 

＜内容＞ 

・災害発生直後にも増して、その後の生活再建の段階の情報（補償金や労働や住居につい

て等）の方が使われる日本語が難しくなり、外国人のサポートがより必要になる。 

・外国人を「要配慮者」と位置付けている自治体が多いが、日本語がわからなかったり、

災害や避難に関する知識の濃淡により適切な避難行動が取れない等の点から、「避難行

動要支援者」にも外国人を位置付ける必要がある。 

・災害時の対応等についてこれまでの教育や訓練などで蓄積された情報（＝ストック情

報）に、日本人と外国人の間に差がある。例えば、地震の揺れの大きさを震度 0～7の

10 段階で表すのは日本のみであり、「震度 6」といわれても深刻さが伝わらない。 

・災害時に発信される情報（＝フロー情報）に使用される日本語の単語（不通、救援等）

や表現には、直訳しても意味が分からず、外国人に適切に伝わりづらいものもある。日

本語で発信する際も、日本語のネイティブではない人が読む可能性を考慮しなければ

ならない。例えば「ご自由にお取りください」ではなく、「数に限りがあるので必要な

分だけお取りください」等の表現にした方が良い。 

・多言語で情報発信を行う効果として、①情報が適切に伝わる「翻訳効果」②自身の言語

表示があることによって安心感を与える「承認効果」③日本語以外の言語を話す人が存

在することを組織全体で認識するきっかけとなる「アナウンス効果」の３つがある。多

言語化の目的は、外国人への情報提供でなく、全体的な安心感をつくることである。 

・発災から３日程度で避難所のインターネット環境は整備されることが多い。コロナ禍で

地域外からの支援者が入りにくい状況となっており、通訳等外国人の支援に必要な人

材を「地域の人」＋「オンラインの活用」で体制を整える必要がある。 

・三密を回避した新たな避難様式「在宅避難」「屋外避難」「疎開避難」は外国人にとって

難しい場合が多い。また避難所での対応も、文化や習慣の違いに配慮する必要がある。 

・在留外国人の国籍、在留資格、年代の多様化が進んでいる。国により、発生する災害の

種類は様々である。また、在留資格の有無や種類によって被災後の支援に違いが出てく

る場合もある。 

・コロナ前は都市近郊の民泊で長期滞在をしている外国人観光客も多かった。発災時は、

そういった住民登録のない外国人も避難所に来ることを想定しなければならない。 

・災害発生時の支援の担い手として外国人への期待が高まっている。 

 

（２）田中 淳 氏（東京大学 大学院情報学環附属総合防災情報研究センター特任教授） 

ワークショップにて、実践マニュアル案の修正について専門家の立場から助言をいただい

た。（詳細は p.51～53 を参照） 
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３．関係団体インタビュー結果のまとめ 

（１）NPO法人 こどもの遊びと育ちをささえる会・狛江 

①施設の概要 

・狛江市の事業の一環として作られた狛江市西河原公園内にある「こまえプレーパーク」

という子どもが屋外で遊ぶための遊び場。開園日時は月・火・水と週替わりで土日のど

ちらか 1日の、週 4日 10:00～17:00 である。 

・利用者は乳幼児子育て親子から近所の高齢者まで様々である。屋外の一般の公園の一区

画にあることで、多世代の交流の場となっている。 

・プレーワーカーと呼ばれる職員が 2 名常駐しており、子どもたちの遊びのコーディネ

ートや安全管理を行っている。 

・公園の中にある施設なので、市の判断で公園が封鎖等になった場合はプレーパークも休

みとなる。公園で何かあった場合市に報告する役割を担っており、公園全体の状態に目

を配るようにしている。 

②災害時の情報入手について 

【活用している媒体】 

・毎日翌日の天気をインターネットで確認している。土曜に台風が来る場合などは、開園

している曜日の都合上、水曜の時点で対策する必要があるため、インターネットで台風

状況を収集する。 

・災害情報は、公園内に設置されたデジタルサイネージを確認する。平常時は市政情報な

どが表示されており、発災時は災害情報が流れるようになっている。  

【利用者等への災害情報の共有】 

・年に一度、地震が発生した場合を想定した防災訓練を実施している。利用者を一箇所に

集め、情報を伝え、安全な場所に誘導するという流れで、安全確保と同時に利用者の不

安を和らげるような対応をすることを目標としている。 

・災害対応は基本的に市の担当課と連携して行う。担当課に連絡をとり、避難所情報など

提供してもらう想定である。 

・発災時に公園で安全確保した子どもが自宅の連絡先を知らない場合、子どもの通う学校

に連絡し、保護者の連絡先を確認したうえで連絡し、子どもを保護者に引き渡すという

流れを設定している。 

・平常時は利用者の個人情報を収集していない。災害時は、園内で安全確保をした利用者

に対して、災害用備品として用意している名簿シートに災害対応に必要な情報（名前、

住所、連絡先）を記入してもらう。 

・地震発生から避難所が開設されるまでには時間がかかると想定している。避難所が開設

されるまで利用者の安全を確保することが自分たちの役割だと考えている。 

③災害情報の内容について 

【施設や利用者として必要な情報】 

・防災無線でアナウンスを流しても、使われている言葉が理解できない子どもたちは聞き

流してしまう。通常のアナウンスの後に子ども用に言い換えた内容を放送しても良い

のでないか。小学校中学年以上は通常のアナウンスでも理解できるため、小学校低学年

が理解できるような内容だと良い。 

・情報発信に使う媒体は、SNS、LINE が良いと思う。中学生のほとんどが LINE を使って

いる。Instagram を利用するのは高校生以上が多く、中学生はまだ使っていない。 

【子育て世帯にとって必要な情報】 

・移動にベビーカーが必要な子どものいる家庭は、避難所にベビーカーを広げて置いてお

ける場所があるのか、授乳スペースは確保されているのか等の情報があると、避難所に

行くかどうか判断ができる。 

・乳幼児を含む複数人の子どもがいる家庭の場合、オムツや食料品の用意などが必要にな
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り荷物は大量になる。避難所に何が用意してあり、何を自分たちで持参しなければなら

ないのかが判断できる情報があると良い。 

・平常時に情報発信していても、日頃の生活が忙しく災害対策のできていない家庭はとて

も多いと思う。発災時、避難時に必要なものを改めて伝える必要がある。 

・子育て世代の人向けの災害情報がまとめてある Web ページがあると良い。 

④市が発信する災害情報について 

【発信する内容の工夫】 

・川の氾濫状況は、警戒レベルで情報発信されるが、レベル４と言われてもそれがどの程

度の危険度なのか判断できず、伝わりにくい。 

・「この雨量で降り続けた場合、あと 2時間で河川が溢れる可能性があります」などの表

現であれば避難等の判断がしやすくなる。 

【避難時のサポート体制について】 

・道路まで浸水するほどの状況になったとき、小さい子どもが複数人いる家庭は自分たち

だけで避難することが難しい。近所の人に助けを求められる関係を築けている家庭は

良いが、できていない家庭ほど孤立していて助けが必要になる。そういった人たちをサ

ポートする仕組みがあると良い。また、そういった支援の情報を発信してもらいたい。 

・現在の避難所の仕組みでは、障がいのある子どもと健常の子どものいる世帯が、1世帯

の中で避難所が別々になるという矛盾がある。 

【避難所に関する情報発信】 

・住民にとって、避難所がどんな場所か分からない状態で避難の判断をすることは不安で

ある。避難所はどのような設営なのか、何が準備されていて何を持参するべきなのか

等、不安をぬぐえるような情報発信をしてもらえると良い。 

・以前台風の影響で避難勧告が出た際に、避難所の小学校自体が浸水エリアになっていて

避難しても良いか不安になった。実際は２・３階の教室も開放されることになったが、

市民が不安に感じていることが解消できるような情報を発信してもらえると安心して

避難することができる。 

・非常食の液体ミルクなどは、市内の乳幼児の数等を参考に必要数を用意しておいてもら

いたい。市がきちんと準備しているという情報を知ることができれば乳幼児のいる家

庭は安心できる。 

・市が行っている災害対策の情報を一定の頻度（年 2回など）で発信してもらいたい。 

 

（２）調布市国際交流協会 

①施設の概要 

・1994 年に市民が国際交流を図る団体として設立 

・日本人ボランティア会員と外国人会員で構成され、会員数は日本人ボランティア会員が

約 300 人、外国人会員が約 150 人である。会員は、調布市在住・在勤・在学者のみ。 

・外国人会員の使用言語は７～８割を中国語が占め、その他に多いのはフィリピン語、ネ

パール語など。在住外国人全員に対して、最も通じるのは、やさしい日本語である。 

・外国人会員の日本語習得レベルは、まったく分からない人から日常生活に支障のないレ

ベルの人まで様々である。 

・協会の主な活動は、日本語習得のための日本語教室の開催、日本人と外国人の交流イベ

ントの企画実施、外国人への通訳翻訳ボランティア派遣支援など。 

②災害時の情報入手について 

【利用者等への災害情報の共有】 

・2年前に避難勧告が発令された際は、何が起きているのか理解できない外国人が多く、

混乱した。協会ではそれをきっかけに、外国人会員に向けたメールマガジン配信を開始

した。とはいえ、登録数は市内に住む外国人の 1割程度に留まるため、情報発信として
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は不十分だと思う。 

・メールマガジンでは、都や専門家から提供された情報のうち協会職員が外国人にも有効

だと判断したものを、やさしい日本語で内容を説明しながら発信している。 

・発災時の状況にもよるが、市から発信される防災安全情報メールの内容を、協会のメー

ルマガジンで外国人会員に発信することは可能である。 

・メールマガジンの登録者数を増やすことは協会の課題であるため、増加に向けて努めて

いきたい。 

【外国人が活用している媒体】 

・会員外国人が情報収集に活用している SNS は国や年代ごとに異なり、中国人は weibo、

ベトナム人は facebook の利用者が多く、国籍に関わらず若い世代は Instagram の利用

者が多い印象である。 

・WEB 上で同国コミュニティーが形成されている場合や、大使館がダイレクトに情報発信

している場合もある。中国人は同国コミュニティーにあまり所属しない傾向にある。 

・在日者数の多くない国の場合、特に日本語が得意であったり、在日期間が長い人物がキ

ーパーソンとして発信力を持っていることがある。 

・教会等の宗教施設や、インド料理・タイ料理などの飲食店でコニュニティーを形成して

いる場合もある。 

・外国人は市のホームページをあまり見ていないと思う。利用したが欲しい情報にたどり

着けなかったという報告を受けることもある。 

・市のホームページは掲載されている情報が非常に多いため、全てを外国人向けに分かり

やすく作ることは難しいだろうと思う。 

③災害情報の内容について 

【情報発信の際の工夫】 

・災害時に使う「避難」「余震」などの言葉は、外国人には理解しづらい。避難は「逃げ

てください」と言い換えれば外国人も理解できる。また、日本人が丁寧な表現として使

う「難しいです」、「やめていただいた方がいいです」のような言い方は、日常会話に不

自由のない程度に日本語がわかる外国人であっても、理解できないことが多い。 

・日本人向けと外国人向けとで情報発信を分けたほうが良いかという点について、全ての

情報を分ける必要はなく、どういった支援があるのかをやさしい日本語や多言語でわ

かりやすく伝える必要があると思う。詳しい説明は日本人用のページを参照してもら

い、必要に応じて翻訳支援を行う。 

・情報伝達の際に言葉よりも有効なのは絵やピクトグラムである。写真やイラストが文章

に添えられているだけで、イメージが伝わりやすい。 

【施設や利用者として必要な情報】 

・台風 19 号の際に外国人が混乱した具体的な内容は、何が起きているかわからない、避

難所に行ったが満員のため別の場所に誘導された、避難所でどのように過ごせば良い

のか分からない、イスラムの人が避難所で同じ食べ物を食べられない等が挙げられる。 

・外国人同士でコミュニティーが形成されていても、災害時の対応が分かる人がいないた

めに避難等の対応が取れないという事例もあった。 

・日本では学校で避難訓練を実施するのが当たり前だが、避難訓練をしない国も多い。 

・市が実施している防災訓練に協会の職員が参加しているが、そこに外国人を連れていき

訓練に参加してもらうことは難しいのが実情である。 

④市が発信する災害情報について 

【発信する内容の工夫】 

・外国人の多い他地域に比べると調布市の外国人対応はまだ不十分と感じている。 

・今年度、国際交流協会が実施するやさしい日本語の研修会に多数の市職員が参加した

が、7割ほどの人がやさしい日本語を知らなかった。やさしい日本語のワークショップ

は次年度も実施するので、市職員は是非積極的に参加し、理解を深めてもらいたい。 
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第５章 実践マニュアルの策定 

１．実践マニュアルの目的 

自治体による災害情報の発信は、被害を免れたり、二次災害を回避したりするための情報で

あり、住民の生命や財産を守るために重要な役割を担う。そのため災害情報は、迅速・正確・

確実に住民に届けることが求められるものである。また、インターネットの発達やスマートフ

ォンの普及などにより、 ホームページや SNS、コミュニティ FM 等を活用した情報発信が有効

的と考えられる。 

そこで実践マニュアルでは、風水害（暴風雨・台風等）及び地震の自然災害が発生した場合

に、ホームページや SNS、コミュニティ FMを活用して迅速・正確・確実に住民に災害情報を発

信するための発信する内容等について、基本的な事項について整理した。 

 

２．実践マニュアルの対象範囲 

実践マニュアルは、災害時に「ホームページ」「SNS」「コミュニティ FM」を活用して情報発信

をする担当者（広報担当及び防災担当）が、発信すべき情報を入手後に「どのような内容」で

発信するのかを整理したものである。メールや防災行政無線などの活用は対象外であり、また

発信すべき情報の収集・確認などは含まないものとする。 

 

 
【図 本マニュアルの対象範囲のイメージ】 

  

災害発生 

災害対策本部の設置 

情報の入手 

情報の収集・確認・精査 
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情報発信 

本
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
対
象
範
囲 

※大規模災害 
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３．実践マニュアルの内容 
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第６章 ワークショップによる実践マニュアル案の検証 

１．実施概要 

○実施日時： 2021 年 12 月 1日 10：00～12：00 

○開催場所： 調布市文化会館たづくり 601 会議室 

○参加者数： 9 名 

○講師： 田中 淳氏（東京大学大学院情報学環附属総合防災情報研究センター特任教授） 

 

２．実施結果 

（１）プログラム    

時間 プログラム 講師・進行 

10:00 

（5 分） 

開会 

イントロダクション 

 実践マニュアルについて 

事務局 

10：05 

（55 分） 

＜プログラム１＞  

実践マニュアルの見直し 地震編 

グループごとの検討 

発表・田中氏からの助言 

事務局 

11：00 

（60 分） 

＜プログラム２＞ 

実践マニュアルの見直し 風水害編 

グループごとの検討 

発表・田中氏からの助言 

事務局 

12:00 閉会  
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（２）検討結果  

①実践マニュアルの見直し 地震編 

●グループごとの検討 

 グループ内で出た意見 

広報担当

グループ 
・避難所の混雑状況などは定期的に流した方が良いか検討が必要 

・避難所の開設準備中の情報を発信すると避難所の前に住民が並んで

しまう可能性があり、発信の可否は検討が必要 

・ブロック塀が倒れた、倒木があるなど細かい情報はどう伝えるべき

か検討が必要 

・市民が発災時に気になるのは、地震が起きたという情報より自宅の

周辺がどうなっているのか、今後どうなるのかという部分ではない

か 

・ライフラインの被災状況発信は、扱うライフラインの種類を事前に

決めておいた方が良い。電気、水道、ガス、道路、インターネット

など 

・広報担当がいない場合の対応を準備しておくべきである。情報発信

の方法をまとめておき、その格納場所を共有しておく。訓練ができ

るとなお良い 

・防災訓練で情報発信のテストをした方が良い 

防災担当

グループ 
○追加した方が良い項目 

・交通機関の運行状況 

・帰宅困難者施設の開設状況 

・福祉避難所の開設状況 

・開設している病院の情報 

 

●田中氏からの助言 

・情報発信において「何を発信するのか」と「どう集めるのか」はセットで扱うもので、ど

ちらが欠けても成り立たない。 

・どこまで情報を発信するかという意見があったが、実際の発災時は詳細に情報発信をする

余裕のない可能性が高い。むしろ重要になるのは情報のトリアージである。マニュアルの

中で、発信する情報の優先順位を明記できると良い。 

・SNS での情報発信時、状況を伝えるだけでなく市長などのトップが自らの言葉で発信する

ことにより市民に安心感を与えた事例もある。 

・情報発信は誰の判断により決定できるのか、決定権者についてもマニュアルに記載するべ

きである。 

・実用性を考えると、震度４の場合のマニュアルと震度６の場合のマニュアルを分けて作成

するべきである。震度６の地震が発生した際、震度４の内容が併記されたマニュアルを読

み解く余裕はないものと予想される。 

・電車、ガス等は突然止まるものではなく、各社が設けた災害対応基準により安全のために

止められるものである。インフラ関連各社の対応基準を把握しておくべきである。 
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②実践マニュアルの見直し 風水害編 

●グループごとの検討 

 グループ内で出た意見 

調布市 ○大切なこと 

・防災意識が低い層を、防災意識が高い層へと変える工夫が必要 

・事前の情報発信で大切なのは切迫感を伝えることである 

・エリアによって住民の危機意識に差がある 

・防災無線が聞こえない場合でも、消防団の車で発信することにより緊

急感が伝えられる 

○現状 

・既存で、誰がどの情報を集めるかの防災タイムラインはある 

・エリアメールは文字制限があるため定型文が必要である 

・災害への準備を促す定型文の追加 

○発信内容について 

・市内の狭いエリアで避難所を開設したとき、大々的に発信をしにくい 

○今後やりたいこと 

・防災担当と広報担当で現状と今後の対応予定を共有するべき 

・災害対策本部での広報の役割と発信内容の確認が必要 

府中市 ・市民が倒木などを発見したときの連絡先を明記する 

・情報の量に関わらず、迅速に市 HP を災害ページに切り替えるべき 

・共通のハッシュタグを用意し、市民からの情報発信を呼びかける 

・土砂災害の警戒情報が出ている場合の参集基準がないため設定が必要 

狛江市 ・自主避難所についての情報発信が必要 

・警戒レベルに応じた段階的な対応の全体像をあらかじめ市民に示すと

良いのではないか 

・混雑状況のお知らせ方法を検討する必要がある 

・河川の状況についての情報発信が必要である 

・土嚢の作成方法の発信 

 

●田中氏からの助言 

・風水害の場合は「実況」と「予測」の情報の扱い方が難しい。現状の状況を発信したから

といって、これから状況がどう変化するかは断言することができない。 

・「多摩川の氾濫状況が警戒レベルから危険レベルに上がったら、警戒レベル４になる」等

あらかじめ基準を宣言しておくのは分かりやすく、良いと思う。 

・災害の状況は多岐にわたるため、定型文を選択式で用意しておくのが良いのではないか。 

・注意報発令の段階で情報発信をする必要があるのか等、情報発信の基準を明確にする必要

がある。 

・土砂災害警報は対象となる地域が限定されるものなので、SNS で発信するかどうかは検討

が必要である。 

・台風が接近しているとき、自らハザードマップを確認する人は少ない。例えば「調布 台

風」と検索するとハザードマップ情報が上位に出てくるような工夫ができると良い。 

・「避難所開設を検討しています」等、決断に至るまでの状況を伝えるのは良いと思う。 

・発災時、災害対策本部に人員が割かれ情報発信まで手に回らないということがよくあるこ

とである。そうならないよう、防災・広報の役割を守り抜き、遂行してほしい。  
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第７章 実践マニュアル活用訓練 

１．実施概要 

実践マニュアルの修正すべき点を抽出するため、発災時を想定し、各市で実践マニュアル

を活用して情報を発信する訓練を、防災担当・広報担当合同で行った。 

実施時は、実施フローに沿って各作業内容を実践または確認し、実践マニュアルを各市の

実態に合わせて修正・追記しながら訓練を行った。実施後、アンケートで訓練の結果を収集、

分析し、実践マニュアルに反映させた。 

 

（１）想定状況 

①地震編  

・訓練の対象となるフェーズ／地震：発災直後～支援物資供給開始 

・休日午前 10時、首都直下地震が発生。各市は震度 6を記録。 

・京王線・小田急線は運転停止、各市で停電・ガス停止・倒木・火災発生。 

・避難所（福祉避難所含む）、帰宅困難者受入施設を設置。 

・広報担当は負傷により出勤に時間がかかる見込み(テレワーク不可)。防災担当が初動の情

報発信を行う必要あり。（避難所・帰宅困難者受入施設設置情報以降の発信は広報担当が実

施可能） 

※防災担当が広報担当のレクチャーを受けながら訓練を実施。 

 

②風水害編  

・訓練の対象となるフェーズ／風水害：警戒レベル 1～5 

・休日午前 10 時、令和元年台風 19 号と同規模の非常に強い台風が市内に上陸（警戒レベル

５）。 

・京王線・小田急線は計画運休、多摩川水位上昇、各市で停電・断水・通行止め発生。 

・避難所（自主避難所・福祉避難所含む）、帰宅困難者受入施設を設置。 

・上陸前日の平日から広報担当・防災担当が稼働。広報担当と防災担当で連携し情報を共有

しながら、広報担当が終始情報発信を行う。 
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（２）実施フロー 
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２．実践マニュアル活用訓練の結果 

（１）実践後アンケート 

①調査の概要 

○調査対象：調布市、府中市、狛江市の広報担当、防災担当 

○調査方法：書面での調査 

○調査時期：各市の活用訓練実施後 

 

②調査結果 

Q1.訓練結果 

・3市すべてが地震編、風水害編ともに「理解・準備不足な点があった」と回答した。 

Q2.理解不足・準備不足だった点 

・役割分担や具体的な業務内容等について，広報担当と防災担当で共有不足だった。停電時

の非常用電源の供給体制や，停電時に使用できる PC 端末の所在等）） 

・停電時の情報発信の具体的な内容についてより検討が必要と感じました。  

・SNS で発信するフロー情報と HPに掲載するストック情報の分別 

・自分の自治体ではこの場合どう対応していたか等を逐一確認しながら訓練を行いました。  

・誰がいつやるかという部分で担当として把握できていない部分がありました。  

Q3.実践マニュアルの改善点 

・P.6 No.8 今いる家屋内での安全確保方法（垂直避難など）を記載 

・P.5 No.3・4「災害が想定されている区域等」→「〇〇マップで想定区域に指定している世

帯」に修正（市民が避難するか否かを判断するための具体的な確認方法を提示した方がよ

い） 

・風水害・地震ともに、「Ⅱ実践マニュアル」と「III 定型文の例」のページが離れており、

ページの行き来がかなり煩わしかったです。例えば、左のページに「実践マニュアル NO1」

の情報を、右のページに「定型文の例 NO1」の情報を掲載といった形で、一目で発信情報内

容等を追うことができた方が見やすいと感じます。 

・ホームページで発信する内容、SNS で発信する内容が混在しており、そこも含めてマニュア

ルの中で予め整理しておきたいと感じました（特に Twitter は文字数制限があるので、マ

ニュアルの記載に関しても SNS として一緒にまとめてしまうことの是非も含めて）。 

Q4.実践マニュアルの良かった点 

・広報部門と防災部門の役割分担等が可視化されている点が良いと思いました。 

・地震発生時に発信する情報の整理をしている点。 

・台風 19 号の経験がある風水害と異なり、地震は経験値が少なく、直面したときに発信すべ

き情報が整理されていることは有意義のように思います。 

・発信すべき情報が網羅的に整理されているのはとても良いと思います 
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（２）調査票 

 

 

 

 

 

 



 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害時におけるホームページ・SNS 等を活用した 

情報発信に関する調査研究業務 

２年目報告書 

令和 4年 3月 

 事務局 

東京都調布市 行政経営部広報課  電話 042-481-7301・7302 

 構成部署 

調布市 総務部総合防災安全課 

府中市 政策総務部広報課・行政管理部防災危機管理課 

     狛江市 企画財政部秘書広報室・総務部安心安全課 

 

 事業委託先 

株式会社アール・ピー・アイ 

〒101-0051 東京都千代田区神田神保町 2-38 いちご九段ビル 3階 

ＴＥＬ：03-5212-3411 ＦＡＸ：03-5212-3414 

 


